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要旨

本研究では、イノベーション活動を行う民間企業への公的な補助金（研究開発に対する国や地方公共団体等に

よる補助金）に関して、政策効果を定量的に分析することを評価とする。分析は二つの段階に分けられる。第

一に、イノベーション活動の成果（プロダクト・イノベーション）が競合他社にどのように波及するか検証し

た。アプローチとしては、民間企業のイノベーション活動を捉える動学モデルを定式化し、企業の利潤に関す

る構造パラメータを推定している。推定結果からは、イノベーション活動の成果が競合他社の利潤を押し上げ

ることが明らかになり、正の波及効果が存在する可能性が示唆された。正の波及効果が存在する場合、補助金

を通じた政策介入が正当化される点は広く指摘されている。しかしながら、「政府の失敗」の存在によって、

現状の公的な補助金が有効に機能しているとは限らない。この点を検証するために、本研究では第二段階とし

て、シミュレーションを通じた分析を行った。結果、現状の補助金はイノベーションの実現を促進し、企業の

利潤を上昇させている点、補助金の大部分は補助金がなくともイノベーション活動を行う企業に配分されてい

る点が示された。
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